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201-衆-予算委員会第六分科会-1 号 令和 2 年 2 月 25 日 

 

○堀内主査 次に、農林水産省所管について、引き続き質疑を行います。 

 質疑の申出がありますので、順次これを許します。宮川伸さん。 

 

 

○宮川分科員 立国社の宮川伸でございます。どうぞよろしくお願いします。 

 きょうは、食の安全について、特に、農薬のグリホサート、除草剤、これに関してお伺いをしたいと思

います。特に、二〇一七年にこのグリホサートの残留濃度の基準値が大幅に緩和をされました。私は、こ

のように大きく緩和をされたのは、我が国にとってプラスになっていないんじゃないかと思っておりま

して、そういったことも含めて、きょうは大臣としっかりお話ができればというように思っております。 

 まず最初に、農薬全体に関してなんですが、まず、日本は農薬をたくさん使っている、欧米諸国に比べ

てたくさん農薬を使っているというふうに聞いております。 

 具体的に、例えばイギリスと比べて日本は農薬をどのぐらいたくさん使っているんでしょうか。農水

省、お願いします。 

 

 

○新井政府参考人 お答え申し上げます。 

 農薬の使用量は、適正に使用することを前提としておりますけれども、作物の構成でありますとか、気

候条件によって、国、地域によって異なるものであるというふうに認識をしております。 

 お尋ねがありました、日本とイギリス、英国との比較でございますけれども、国連食糧農業機関、ＦＡ

Ｏが取りまとめております、単位農地面積当たりの有効成分量ベースの農薬使用量に関する統計により

ますと、最新の二〇一七年で見ますと、一ヘクタール当たり、日本におきましては十一・八キログラム、

イギリスにおきましては三・二キログラムということでございますので、日本の農薬の使用量は英国の

約三・七倍ということになります。 

 

 

○宮川分科員 ありがとうございます。 

 ちょっとお配りした資料、これはもう皆さんよく御存じだと思うので、今さらなんですが、やはり欧米

に比べまして日本の農薬を使っている量が多い。まず、この多いという、ここがまず非常に大きなポイン

トだと思うので、まず最初に御指摘をさせていただきました。 

 その上で、では、先ほど申した除草剤のグリホサート、これがどういう状況なのかということでありま

すが、グリホサート製剤、例えばラウンドアップというようなもの、グリホサート製剤、これが使われて

いく。今、私はふえていっていると聞いておりますが、例えば二〇一〇年度に比べて今どのぐらいグリホ

サートの使用量というのがふえているんでしょうか。農水省、お願いいたします。 

 

 

○新井政府参考人 農林水産省では、毎年、農薬の出荷及び輸出入実績等に関する調査を実施しており
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ます。この調査結果に基づきまして、グリホサート製剤に含まれる有効成分の割合等を計算して合計い

たしますと、有効成分量ベースの国内向け出荷量が出てまいります。 

 ここ十年間で最も少なかった二〇一三年、これは四千百四十九トンでございました。最新の二〇一八

年は六千百七十九トンということでございまして、約二千トンの増加となっております。 

 

 

○宮川分科員 ありがとうございます。 

 お配りの二と書いてある資料に、私がレクで受けたものとちょっと違うデータかもしれませんが、こ

れもいただいていたものです。 

 いずれにしても、ふえている。ただでさえ日本は農薬を使う量が多いのに、それにもかかわらず、グリ

ホサートの使用量がふえているということでございます。 

 そういった中で、ちょっと大臣にお伺いしたいんですが、このように、除草剤、大臣も前にも答弁に立

たれているので御存じだと思うんですが、こうやってふえていることに関して、どのように農水大臣と

して思われていらっしゃいますでしょうか。 

 

 

○江藤国務大臣 製剤の段階になったら農林水産省の管理のもとに入るということをまず先に申し上げ

たいと思いますが、農薬につきましては、やはり、農家の方々が選択をするということがまず一義的にあ

ると思っています。選ばれるからには、その有効性が農家によって評価されているという側面もやはり

あるんだろうと思っています。 

 農家におきましては、非常に高齢化も進み、そして就業人口等も減っているという残念な実態もこれ

ありという中であって、除草効果が高いということであって、省力化にも資するという意味で選択をさ

れている結果が、こういう数字に出ているんだろうというふうに受けとめております。 

 

 

○宮川分科員 ちょっと私としては残念で、これはふえているのもしようがないだろうという答弁だっ

たというふうに思います。 

 後ほど、もう少しまた議論していきたいですが、私は、やはり、ただでさえ農薬を多く使っている日本

で、これ以上ふえるような形にならないように努力をしていく必要があると思います。そういった中で、

私は、国がもっと使っていいよというような、そういうメッセージを送っているところに問題があるん

じゃないかというふうに思っているんですね。 

 では、例えば、二〇一七年に、これはグリホサートの基準値になりますが、グリホサートの残留基準値

が大幅に緩和をされました。なぜこれを大幅に緩和したんでしょうか。厚労省、お願いします。 

 

 

○浅沼政府参考人 お答えいたします。 

 農薬グリホサートの残留基準につきましては、使用可能な製剤を追加することに伴い、農林水産省等

から基準値設定の依頼があったことから、食品安全委員会のリスク評価を踏まえ、実際の使用方法によ
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る残留濃度の結果及び国際機関であるコーデックス委員会で定める食品に関する国際基準に基づき改正

を行ったところでございます。 

 今回の残留基準の改正につきましては、食品によっては残留基準値が従来より高くなったものがある

一方で、低くなったものもあり、一概に基準値が高くなったものではございません。 

 以上でございます。 

 

 

○宮川分科員 今、下がったものもあるということでありますが、ふえたものは四百倍にまでふえてい

るわけで、減っているものがあるのは私も承知していますが、ふえているものは相当ふえているという

ことを強調しておきたいと思います。 

 その上で、いろいろな方から話を聞く中では、米国等の海外から食品を輸入しやすくするためにこの

基準を緩めたんではないかというようなことを聞くことがありますが、そのような判断材料というのは

あったんでしょうか。厚労省、お願いします。 

 

 

○浅沼政府参考人 お答えいたします。 

 消費者の健康を守るため、国産品であれ、輸入品であれ、科学的な根拠に基づき安全性が確保されたも

のでなければ流通は許されないというのが食品行政上の大原則でございます。 

 グリホサートの残留基準につきましては、二〇〇五年十一月以降改正されていなかったことから、そ

の間に改正された国際基準の反映や適正に実施された残留試験の結果を踏まえ、国際的な基準設定の考

え方に基づき、二〇一七年十月に基準値の改正を行ったところでございます。 

 なお、食品安全委員会の食品健康影響評価等の科学的な根拠に基づきまして、人の健康を損なうおそ

れのないよう基準値を設定していることから、安全性に問題が生じることはないと考えているところで

ございます。 

 

 

○宮川分科員 大臣、ちょっと、今の答弁をお聞きだと思うんですが、私、よくわからないんですね。な

ぜ、その一番多い例ですが、四百倍も基準値を緩めているのか、その緩めた理由がよくわからないんで

す。 

 大臣にお伺いをしたいんですが、この基準値を二〇一七年に緩めたことで、日本の農業はどうプラス

になったんでしょうか。農水大臣としてお答えいただけますか。 

 

 

○江藤国務大臣 残留基準値を大幅に緩めたことによって、日本の農業について、プラスにしろマイナ

スにしろ、影響が出たということはまずないということだと思っております。 

 対象作物によって上がったものもあり下がったものもあるということも先ほど厚労省の方から紹介が

ありましたけれども、基準値につきましては、内閣府において食品安全委員会によるリスク評価の結果

に基づいて、厚労省が人の健康を損なうおそれがないように設定を行っているというふうに承知をして、
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製剤になった後は農林水産省によって管理をするということであります。 

 重なって大変恐縮なんですけれども、この残留基準値は、国内の農産物だけではなくて、輸入品も対象

として、科学的根拠に基づいて改められたものだというふうに承知をいたしております。 

 

 

○宮川分科員 ちょっと、もう一度確認をしたいんですが、厚労省がグリホサートの基準は決めていま

すが、実際に使うのは製剤なわけで、グリホサート製剤が使われている。これで、基準値を緩めたけれど

も、日本の農業にとってはプラスもマイナスもないと。そうしたら、基準値変えなくてもよかったという

ことを大臣はおっしゃられているんでしょうか。 

 

 

○江藤国務大臣 最初に申し上げましたように、農家によって選択をされているから使用量がふえてい

る、グリホサートですね。ですから、営農活動において一定の効果があるから、使用量もふえ、選択をさ

れているということでありますから、プラスかマイナスかといえば、農家の立場でいえば、プラスの影響

が出ているんだろうというふうに思います。 

 

 

○宮川分科員 大臣、本当にそういう事実があるんでしょうか。具体的に、農水省として、グリホサート

の使用量が、基準値が緩められたことによって、例えばラウンドアップが使いやすくなって、これで農業

がよくなったという事例を、大臣、御存じなんでしょうか。今答弁されましたが。 

 

 

○江藤国務大臣 個別具体的に、どこの、どこで、どういうことが起こったということまではお答えでき

ないことは大変残念だと思いますが、しかし、選択をされるということは、効果が認められるから選択を

するわけであって、農家の方々は、農薬とか、それから肥料に対しては非常にシビアな目を持っておられ

ます。私も田舎の人間ですから、そういった方々の話をよく聞きますけれども、こういうものを、グリホ

サートの入っているものを選択されるということは、その農家の選択がその評価につながっているもの

だというふうに考えております。 

 

 

○宮川分科員 農家の方々、しっかり農業をやる上で本当に必要であるのであれば、やむを得ない部分

もあるかもしれません。ただ、健康等に関して、必ずしも専門家ではないわけであります。 

 大臣は、今、仕方ないんじゃないかというような答弁をされていると思いますが、例えば、四百倍にま

で基準値は上がっているような状況ですけれども、本当に農家さんの健康や消費者の健康は問題ないと

いうようにお考えなんでしょうか。 

 

 

○江藤国務大臣 まず、消費者の方々に対する影響については、内閣府の方の食品安全委員会の方で検
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証していただいて、厚労省でも、その後、人に対する害がないかどうかについては設定を行っているとい

うことは、先ほど申し上げたとおりでございます。 

 そして、あと、それを使用する農家の方々については、例えば、ラウンドアップについて、表示のとこ

ろで、ちゃんと防護服を着るように表示することをお願いしたりとか、そういうこともしているという

ふうに聞いております。 

 これから先は、農薬については、今までは、農家の方々が背中に背負って、筒のようなもので農薬を散

布するということは一般的でしたけれども、ヘリコプターに移り、これからはドローンのようなものを

使って、なるべく、ドリフトも含めて、人間から遠いところで、そして、今、ドローンのスマート実証実

験なんかを見ていると、非常に面的にきちっと捉えて、まき過ぎない、適量をきちっとまくということも

管理できるようになってくるということが実証されておりますので、いろいろな新しい技術を使って、

先ほど、イギリスに比べて三倍の量というお話もありましたけれども、こういった量も減らしていく努

力をしていきたいと考えております。 

 

 

○宮川分科員 消費者に対しては厚労省ということでありますが、私は、やはり日本の農業が、人に優し

いというか、安全、安心な食品がつくれる、そういった農業をつくっていくというのが非常に大事だと思

っています。 

 やはり、健康に関しては厚労省マターだということで、はざまな部分があるので、少し厚労省マターの

部分のお話を答弁いただいて、その上で、本当に厚労省が安全だと言っているのが安全なのかどうか、農

水省としても判断をしていただきたいというように思います。 

 ですから、少し医薬品の話をいたしますけれども、今、農薬の場合は動物での毒性試験しかやっていな

いということでありますけれども、医薬品の場合は人での安全性試験まで行います。 

 じゃ、質問でありますけれども、医薬品の場合、低分子化合物で、第一相臨床試験でどのぐらいドロッ

プするんでしょうか。厚労省、お願いします。 

 

 

○山本（史）政府参考人 お答えいたします。 

 日本製薬工業協会が二〇一三年七月に公表しました資料によりますと、低分子化合物に限定した数字

ではございませんが、企業みずから開発した化合物等において第一相試験を実施し、第二相試験を実施

するに至らなかったものの割合は二七％との報告がございます。 

 

 

○宮川分科員 今お聞きのとおりで、動物で毒性が出なければ、人で、例えば九九％以上毒性が出ないの

であれば、今の農薬の議論もいいですけれども、約三割も人で毒性が出てドロップしているわけです。 

 それで、きょう、もう一つ例を言いたいと思いますが、日本でもイレッサという薬がありまして、これ

は肺がんの薬、これは本当に日本が欧米に先行して承認を出したということで注目された薬だったわけ

ですが、イレッサはどういう状況なんでしょうか。厚労省、説明をお願いします。 
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○山本（史）政府参考人 医薬品は、人体に直接作用を及ぼしまして疾病等の治療を目的としているもの

でございますが、必然的に副作用が発生することは避けられません。そのため、動物実験等の非臨床試験

に加えまして、実際に人に投与する治験を実施し、その有効性及び安全性を確認した上で市販されてお

ります。 

 しかしながら、市販後は、治験時に比べましてその使用患者数が増加するとともに、さまざまな医療機

関において幅広く使用されますことから、治験での限られた情報では得られていなかった副作用の発生

状況等が明らかになることがございます。 

 御指摘のイレッサにつきましては、治験時にも認められた肺障害につきまして、販売開始から約三カ

月の間に、間質性肺炎、間質性肺疾患を含め肺障害の副作用が二十二例報告されたため、緊急安全性情報

の発出を行い、医療現場に注意を促したものでございます。 

 

 

○宮川分科員 ありがとうございます。 

 大臣、今、お話をお伺いしたと思うんですが、まず閣僚の一人としても、ちょっときょう、厚生省の三

役の方、来ていただきたかったんですが、いろいろ、コロナウイルスの話もあるということだったので、

ぜひ閣僚として厚労省の方にも言っていただきたいんですが、動物での毒性試験が安全だからといって

人で安全だなんというのは、普通、医薬品開発をやっている人だったら信じられないわけですね。 

 しかも、元気な人でも毒性が出るかもしれない、安全性に問題が出るかもしれない。それに、更に体の

弱い人は出やすいわけです。しかも、そうやって臨床試験をやっても、投与する人の数をふやして多くの

人が暴露すると、その中からやはりわからなかったものが出てくるという説明を今されたわけです。 

 これプラス、子供は更にセンシティブなわけです。だから、子供に対しての医薬品開発、臨床試験とい

うのは非常に困難をきわめるわけですね。それだけ、安全性というのは、簡単に安全ですなんて言える話

ではないということを強調しておきたいと思います。 

 まず、これが一点。 

 もう一つでありますが、今度は製剤の話ですから大臣の管轄になりますが、グリホサートは安全性試

験がある程度行われているというふうに私も思っております。 

 では、製剤。例えばラウンドアップに関しては、人に近い、例えば犬だとか猿だとかそういった、非齧

歯類と言われていますが、これの安全性試験は行われているんでしょうか。農水省、お願いします。 

 

 

○新井政府参考人 お答え申し上げます。 

 まず最初に、先ほどの答弁の修正をさせていただきたいと思います。 

 グリホサートの有効成分量ベースの国内仕向け出荷量、私、二〇一三年と答えましたが、二〇一〇年が

四千百四十九トンでございました。訂正をさせていただきます。 

 それから、ラウンドアップにつきまして、非齧歯類の安全性試験を行っているかということでござい

ます。 

 農薬の製剤については、齧歯類を用いた安全性試験を要求しておりまして、非齧歯類については要求
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をしておりません。当方の知る限り、欧州や米国においても、ラウンドアップの登録において、非齧歯類

を用いた安全性試験は提出されていないというふうに承知をしております。 

 

 

○宮川分科員 大臣にちょっとお答えいただきたいんですが、今、こういう議論がありました。 

 今のお話では、ラウンドアップには補助剤だとかいろいろ入っているわけです。普通、医薬品の場合

は、最終産物で必ず安全性試験をやるわけです。だけれども、やっていないわけですね。齧歯類というの

はネズミなわけですよ。ネズミと人間、全然違うわけですから、だからもう少し人間に近い動物でやると

いうのが普通なわけですけれども、やっていないわけです。 

 では、グリホサートの安全性試験で、ＡＤＩ、こういう基準が決められているわけですけれども、それ

でラウンドアップも安全だというふうに、大臣、言えるんでしょうか。 

 

 

○江藤国務大臣 これはまさに科学とか化学の世界の話なので、私のような知見を持たない人間が確定

的なことは申し上げられませんが、イレッサのお話も伺って、これは当然、いろいろな臨床をやった上

で、人間についてもある程度の試験をやった上で一般で市販された上でも三カ月間で二十二例の例が出

たというのは、それはやはり政治家として重く受けとめなきゃいけないことだと思います。これは厚労

省のこととはいえ、内閣の一員ですから。 

 今先生おっしゃったように、製品となったら今度は我々農林水産省の所管ということになりますので、

我々で責任を持ってこれについて見ていくのは当然のことだと思います。 

 私も、このような御質問をいただいて、いろいろ話を聞かせていただいたんですけれども、この非齧歯

類をやっていない理由として、アニマルウエルフェアとかいろいろな話があって、世界のトレンドとし

て、余り猿とか犬とかでそういうような臨床を行うことは適切ではないというトレンドもあって、こう

いうふうになっているというふうに聞いておりますけれども、我々としては、最終消費者の方々にも、そ

れから農業を営む上でそれを使用する方々にも影響がないような基準にするような努力は、当然我々は

しなきゃならないと思います。 

 

 

○宮川分科員 まず、科学にも限界があると思います。ですから、今大臣おっしゃられたように、動物愛

護の問題もあります。いろいろな制限の中で、やれる範囲内で努力をするということだと思うんですね。 

 その中で判断をしていかなきゃいけないわけですが、二〇一七年の残留基準値の大幅緩和というのは、

当時どういうふうな状況だったのかといえば、例えば、ＷＨＯ専門機関の国際がん研究機構、ＩＡＲＣが

二〇一五年に、グリホサートは人に対する発がん性があるかもしれないということでグループ二Ａに入

れたということ、あるいは、カリフォルニア州は、グリホサート、これは製剤が、発がん性ですよという

ふうに表示をすべきだと言った、あるいはフランスやイタリア、欧州諸国が、あるいはサウジアラビアな

どの中東諸国がグリホサート製剤の使用を控える方向で動き始めていたというのが二〇一七年の周りな

んです。 

 大丈夫だと言っている意見も確かにあったかもしれませんが、危ないですよという警告を出している
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いろいろな国やグループもあったわけです。 

 こういうような状況の中で、ＡＤＩが、今の基準値、一日摂取許容量がクリアできれば、大臣なのでラ

ウンドアップと言いますが、グリホサート製剤をたくさん使えるようにしてしまうという判断が正しい

というように、大臣、もう一度、思われますでしょうか。最初の方の質問とかぶりますが。 

 

 

○江藤国務大臣 これは、ラウンドアップに限らず、農薬全般について言えることだと思いますけれど

も、まずは使用方法をしっかり守る、それについては、どれぐらいの頻度で、どれぐらいの体制でこれを

使用するのかということは我々としては示しておりますので、それをしっかり守っていただくというこ

とをやっていただければ、ある程度の安全性というか、安全性については担保されるのではないかとい

うふうに考えております。 

 

 

○宮川分科員 ちょっとまた、次、その質問をしようと思っているんですが、今私が申していたのは残留

濃度の問題で、消費者、食べる側の人たちの問題なんです。 

 それで、私は、今議論をして答弁をお聞きしていても、大臣は農家さんにメリットがあるということを

言っていますけれども、少なくとも私の選挙区で、いろいろな方に、農家さんの話を聞いていますが、も

う本当にこのグリホサートの基準値を上げてもらわないと農家は潰れてしまいますというような声は、

私は聞いたことがないんです。 

 その一方で、今、安全性の問題の話をしました。それで、本当に危機的状況でもないのに消費者の暴露

を平気で上げて、そして、健康にもしかしたら影響があるかもしれないような形の商品を農家さんが売

っているというようなことを農水省が認めていたら、日本の農家は困ってしまうじゃないですか、将来。

本当に上げなければならないなら、それはしようがないです。だけれども、本当にそうなのかと。 

 その中で、厚労省の説明は、安全だからという回答ですけれども、今議論をしたように、安全なんとい

うことはないんですよ。だから、ＡＤＩより低い数値であったとしても、できる限り農薬は使わないで済

むように努力をすることが大切なんですよということを今議論したいと思って来たわけであります。 

 ちょっと時間の関係もあるので、今大臣がお答えになられた、では、実際に農家さんが使われる、使わ

れる方の話、直接暴露する方の話で言いますと、御存じのとおり、アメリカでこれは大きな問題になって

います。アメリカでグリホサート製剤の健康被害訴訟は今何件行われているんでしょうか、農水省、お答

えください。 

 

 

○新井政府参考人 お答え申し上げます。 

 アメリカで起こされていると言われております訴訟の正確な件数につきましては承知をしておりませ

んが、報道ベースで数万件ということでございます。 

 それにつきまして、日本でこの農薬を登録しておりますバイエルの日本法人バイエル・クロップサイ

エンス株式会社に問い合わせたところ、訴訟件数として公表できる情報はないという回答を得ていると

ころでございます。 
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○宮川分科員 いろいろ報道が流れていますが、私は四万件ぐらい訴訟が起こっていると聞いています。

今後もしかしたら八万件ぐらいまでふえるかもしれないというようなことも聞いています。 

 そういった中で、例えば、一つの例でジョンソンさんの案件、訴訟がありますが、これは約三百二十億

円の賠償金が命ぜられたと。最終的には八十億円程度まで下がったかもしれませんが、いずれにしても、

莫大な賠償金の判決が出ているような状況であります。 

 これだけアメリカで問題になっていますけれども、今、基準値を緩めて、そしてグリホサートの使用量

が農家さんでふえている現状で、大臣、本当に大丈夫ですか。農家さんの健康、大丈夫ですか、大臣。 

 

 

○江藤国務大臣 ドウェイン・ジョンソンの訴訟の件については少し勉強させていただきましたが、こ

の判決は、グリホサートの安全性自体ではなくて、発がん性等に関する情報があるにもかかわらず、先ほ

ど先生御紹介ありましたが、それを適切な表示による警告をしなかったということが問題になって、賠

償命令が出たというふうに聞いております。 

 一方で、二〇一九年に、米国の環境保護庁、ＥＰＡの評価では、使用方法を遵守する限りにおいては発

がん性を持つ可能性は極めて低いと結論づけられておって、農薬として引き続き米国内でも使用されて

いるというふうに聞いております。 

 ですから、本当に大丈夫ですかということについては、委員からのお尋ねですから、私の気持ちを申し

上げると、あらゆる化学物質については一定のリスクは当然私はあるんだろうと思います。有機農業が

一番ベストでありますし、生産性と安全性のバランスをとりながらどのようなものを使っていくかとい

うことは非常に大切な選択になると思いますけれども。本当に、農水大臣、あなたこれは一〇〇％保証で

きるんですか、あなたの責任においてと言われると、それは、先ほど肺がんの製剤の話もありますので、

なかなか断定的なことは申し上げられませんけれども、しかし、内閣府、それから環境省、そして製剤に

あっては農林水産省、そして二〇一八年の法律改正に基づいて、令和三年には一斉に、グリホサートだけ

ではありませんけれども、安全性について、製剤についても検査をしていきたいというふうに思ってお

ります。 

 

 

○宮川分科員 まず、ちょっとまた資料で、少し写真も、有名なやつなのでよく御存じだと思うんです

が、賠償金の高さは、おっしゃられるように、表示の問題があったかもしれませんけれども、やはり、が

んになったということに関しても議論になっているというふうに理解をしています。 

 そういった上で、私の質問のポイントは、では日本で、アメリカでこれだけ問題になっているわけです

から、日本で同じような事象が本当にないのか、単に今隠れちゃっているだけなのではないかというこ

とで、日本でこういうような話が出てきていないか、あるいは調査がされているのか、そういった注意喚

起が行われているのか、そこをちょっと、農水省、お答えいただけますでしょうか。 
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○新井政府参考人 お答え申し上げます。 

 まず、ラウンドアップを使用する場合の注意事項でございます。 

 これは、製品に、使用時の安全上の注意といたしまして、皮膚に付着しないようにすること、それから

長ズボン、長袖、あるいは農薬用のマスクをすることといった注意事項を記載しております。これに加え

まして、作物ごとに使用すべき量それから回数につきまして示しているということでございまして、こ

れに従って農家の方は使っていただいているというふうに承知をしています。 

 その上で、農水省としては、農薬の使用に伴う事故について毎年、都道府県を通じて調査を行っており

ます。この調査によりますと、農薬の使用に伴う事故は、農薬全体で年間二十件から三十件という形で推

移をしております。これらの原因は主に農薬の誤飲や誤食によるものということでございます。 

 このうちグリホサート製剤に伴うものということでお話をいたしますと、誤飲や誤食が二件ぐらい、

それから、マスク等の防護装備が不十分なために起きたものというものが多くても年に一、二件という

ことで承知をしているところでございます。 

 

 

○宮川分科員 ちょっと、もう少し議論をしたかったんですが、時間になったので終わりにしますけれ

ども。 

 もう一つ、大臣、公園だとか学校でのこの規制がどうなっているのかが本当によくわからないんです。

これは農水省の管轄じゃないかもしれませんが、重要な問題ですので、閣僚として、このラウンドアップ

の農家さん以外の一般使用に関しても、これは本当に、ほっておくと、アメリカと同じように何万人もこ

ういうような被害が出るかもしれませんから、ぜひリーダーシップをとって取り組んでいただければと

思います。 

 どうもありがとうございました。 

 

 

○堀内主査 これにて宮川伸さんの質疑は終了いたしました。 

 

 


